
空洞化を招く脱炭素政策と
日本の産業再生の課題

野村浩二
慶應義塾大学産業研究所

日本原子力学会シニアネットワーク連絡会（SNW）
第25回SNWシンポジウム「長期的な視点に立った骨太の
エネルギー基盤を確立せよ！」
2025年10月16日（金）14:40–14:55
国立ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ記念青少年総合ｾﾝﾀｰ内ｾﾐﾅｰﾎｰﾙ（ｾﾝﾀｰ棟４階）

http://www.aesj.or.jp/~snw/sympo/sympo-index.html


報告内容
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1. 現状に関する実証的根拠

a. 拡大するエネルギー内外価格差

b. 減退するエネルギー多消費産業生産

2. 日本の産業再生の課題－原子力をめぐって

a. 第7次エネ基批判

b. SNW政策提言を補う視点

15分間の報告ですので詳細な説明は省きますが、“骨太のエネル
ギー基盤の確立” に向けて、現状の経済認識とともに、産業再生
のための原子力の課題を中心に問題提起をしていきます。
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5
(U.S.=1.0)拡大する

エネルギーの
実質的な
内外価格差
－2015年Q1から
2025年Q2まで
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内外価格差は、“稼ぐ力”（生産１単
位あたりの付加価値）との比較で評
価することが適切。

①日本の歴史的な円安下でも、適切
に実質的な内外価格差を評価できる。

単位： 2015=1.0 （エネルギー価格指数）、米国 =1.0

（Nominal PLIとReal PLI）。出典：野村・稲場(2025)「ポス
トパンデミックのエネルギー価格高騰と実質格差拡大ー主
要7か国の比較分析」KEO Discussion Paper, No. 185の更新推
計値。

③重要なことは、米国の圧倒的な優位性とともに、
価格高騰期を経て実質的な内外価格差が拡大。

②中印では、名目的なエネルギー価
格は安価に抑制されているが（抑制
せざるをえないが）、稼ぐ力も弱い
ので、実質的な価格差は主要国とと
もに高価であると評価される。

https://www.sanken.keio.ac.jp/publication/KEO-dp/185/KEO-DP185.pdf


CHN IND JPN KOR FRA DEU GBR USA

1.00 1.61 1.13 1.16 1.17 1.24 1.17 0.51

1.00 1.68 0.95 0.95 0.98 1.18 1.04 0.54

(0%) (-4%) (17%) (20%) (18%) (5%) (12%) (-6%)

0.62 1.00 0.70 0.72 0.72 0.77 0.73 0.31

0.60 1.00 0.57 0.56 0.58 0.70 0.62 0.32

(4%) (0%) (21%) (24%) (21%) (9%) (16%) (-2%)

0.89 1.43 1.00 1.03 1.03 1.10 1.04 0.45

1.06 1.78 1.00 1.00 1.03 1.24 1.10 0.57

(-18%) (-22%) (0%) (3%) (0%) (-13%) (-5%) (-24%)

0.86 1.39 0.97 1.00 1.00 1.07 1.01 0.44

1.06 1.78 1.00 1.00 1.03 1.25 1.10 0.57

(-21%) (-25%) (-3%) (0%) (-3%) (-16%) (-8%) (-26%)

0.86 1.38 0.97 1.00 1.00 1.06 1.01 0.44

1.03 1.72 0.97 0.97 1.00 1.21 1.06 0.55

(-18%) (-22%) (0%) (3%) (0%) (-13%) (-5%) (-24%)

0.81 1.30 0.91 0.94 0.94 1.00 0.95 0.41

0.85 1.43 0.81 0.80 0.83 1.00 0.88 0.46

(-5%) (-9%) (12%) (15%) (13%) (0%) (7%) (-11%)

0.85 1.37 0.96 0.99 0.99 1.05 1.00 0.43

0.96 1.62 0.91 0.91 0.94 1.13 1.00 0.52

(-12%) (-17%) (5%) (8%) (5%) (-7%) (0%) (-18%)

1.97 3.18 2.22 2.29 2.30 2.44 2.31 1.00

1.86 3.13 1.76 1.76 1.82 2.19 1.93 1.00

(6%) (2%) (23%) (26%) (23%) (11%) (18%) (0%)

U.S.

(USA)

 a.Q2 2025

 b.2015–19

 c.ln(a/b)
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エネルギーの内外価格差の二国間関係
－パンデミック前から現在までの実質的な格差変化
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近年のエネ高騰後に、日韓仏独英は、
・米国との価格差は11–26%拡大
・中国との価格差も5–18%拡大
・インドとの価格差も9–24%拡大
→米中印との格差早期解消が喫緊の課
題。世界経済のもと、もはやエネ価格
上昇を伴う脱炭素政策は継続できない

単位：参照国=1.0。出典：本稿推計値。注：参照
国に比して比較国で相対的にエネルギー内外価格
差が縮小したものは背景色を青、拡大したものは
赤としている。

出典：野村・稲場(2025)「ポストパンデミックのエネ
ルギー価格高騰と実質格差拡大ー主要7か国の比較分
析」KEO Discussion Paper, No. 185の更新推計値。

各セルの
上段は2025年第2四半期、
下段はパンデミック前（2015–

2019年平均値）、
括弧内はパンデミック前後の
価格差変化の対数成長率。

日韓仏独英は、
パンデミック前：米国の1.8–2.2倍
→2025年Q2現在：米国の2.2–2.4倍へ

https://www.sanken.keio.ac.jp/publication/KEO-dp/185/KEO-DP185.pdf


日独米中のEITE製造業の生産
－2015年1月から2025年6月まで

①ドイツはRUEC高
騰後の2022年から一
気にEITE生産の衰
退。2024年に少し戻
すも年初には2割の
減退。

③米国は第２次トラ
ンプ政開始決定後
早くも生産回復（とく
に化学業）。

④中国の
EITE生産は
独歩の躍進。

⑤日本は円安環境
下でも、Non-EITE

生産は伸びず ⑥ドイツはNon-

EITEでも停滞。
マクロ経済への
影響深刻化へ。

※
カ
ー
ボ
ン
リ
ー
ケ
ー
ジ
そ
の
も
の

EITE製造業 Non-EITE製造業

単位：2015年暦年値＝100。出典： ECM_JPN_202508（慶大産研野村研究室, 2025年9月6日公表）。

②日本は独より早く、
2021年半ばからEITE

生産減退開始。
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EITE （Energy-intensive 

trade-exposed）はエネル
ギー多消費産業の略。

https://www.ruec.world/file/ECM_JPN_202508.pdf
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実質GDP成長率予測と実績（ドイツ連邦経済・気候保護省：BMWK）

予測時点

基
準
改
定

（出典）ドイツ連邦経済・気候保護省（BMWK）のJahreswirtschaftsbericht（年次経済報告）、Frühjahrsprojektion

（春季予測）、Herbstprojektion（秋季予測）などから著者作成。

ドイツ：経済成長率の下方修正が続く
―３期連続マイナス成長に向かうか？（2002–03年「欧州の病人」超え）

ドイツ連邦経済・気候保護省（BMWK）による経済成長率の予測と修正の軌跡

②（官僚主義による他の要
因とともに）脱炭素政策は、
グリーン経済の奇跡という
期待に反し、マクロ経済の
持続的な減退を導いている。
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①2025年8月、国民経済計算の基準
改定により、大幅に下方改訂。
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（2015年水準=1.0）

「世界では、脱炭素を経済成長に結実させるべく、脱炭素分野での投
資を加速させるダイナミックな変化が起こっている中、我が国が産業
を自国に維持・確保し経済成長できるかは、脱炭素電源を十分確保で
きるかにかかっている。脱炭素電源が十分確保できなければ、国内投
資や経済成長の機会を逸することとなり、雇用の確保や賃上げも困難
となり、国民生活にも大きな影響を及ぼすこととなる。」（第7次エネ
基, p. 4, 2025年2月)

第７次エネルギー基本計画の基盤
「3E+S」や実証的根拠ではなく「レトリック」

⇒理論も実証も無視し
た二択へと単純化。賃
上げの可否まで飛躍す
る脅しにより正当化し
ようとするレトリック。

⇒実証的根拠の検討が
不可欠。

※経済成長を脱炭素電源量で説明すること
などまったくできない。（以下図は、2015
年Q1から2025年Q2までの日米独の実質
GDP指数）
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Ⅰ．はじめに

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218001/20250218001-1.pdf


SNW提言を補う視点（１）
－米国は、“独善的な重商主義”か、長期弊害の修正か？
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協調重視

自主自立

現実主義理念先行

理念とカーボンリーケージの相互依存
欧州

理念先行－官僚主義の硬直

米国

産業回帰と安全保障重視
（コスト効率を減じても）

日本 理念追随ー国益を
見定められず

中国

柔軟な利
益追求ー
労働・環
境コスト
を外部化
した競争
力とダン
ピング

※SNWの提言は、日本原子力学
会シニアネットワーク連絡会HP

参照（2025年8月10日）。

http://www.aesj.or.jp/~snw/teigen/teigen.html


SNW提言を補う視点（２）
－脱炭素を追い風にした原子力推進は、長期では重荷に
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鳩山目標（▲25％削
減）を受けた、菅直
人内閣の第４次エネ
基（2030年の原子力
を50％に）

2010年

2011年
福島第
一原発
事故

2012年
脱原発議論活性化
（個人的には、経済モデ
ルを通じ、拙速な脱原発
論の大きなリスク指摘）

2020年
菅義偉内閣
のCN宣言

脱炭素政策は、ゼロエミ
電源として、短期的には
原子力の追い風に。
だが短期の浮力は長期の
重荷に。

①再エネと同列
に縛られれば、
原子力の安定供
給という独自価
値は埋没

②脱炭素政策による
産業空洞化により、
原子力の必要性は
徐々に減退。日本は
豊かさの基盤を失う。

2025年



SNW提言を補う視点（３）
－電力自由化の弥縫策は原子力のメリットを減じさせる
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価格

数量

需要曲線

供給曲線
消費者余剰

生産者余剰
⇒政策コスト

市場価格
P*

⓪一般的な市場における需給均衡として、
以下のような状況を想定し、近似的に自
由化前と後のイメージを考えると・・・

①かつて総括原価のもとでは、
すべてが消費者余剰として、
（減価償却が進んだ後の原発な
どは）消費者のメリットとなっ
ていた。

消費者余剰

消費者余剰

生産者余剰

②自由化後では、消費者余剰は減じられ形式的
には生産者余剰に。だが卸売価格は（補助後
の）再エネに押され原子力は回収不能。補填は
長期オークションを通じて消費者負担となり、
原子力の安価なメリットは失われ（脱炭素政策
コストの負担増のみ）、支持も弱まる。

③原子力を安価に提供するには、電力消費者の利益を重視した制度設計への転換、
リスク・ベネフィットを踏まえた既設稼働と新設によるコスト競争力強化が不可欠。



野村浩二
nomura@sanken.keio.ac.jp
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